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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第19期

中間連結会計期間
第20期

中間連結会計期間
第19期

会計期間
自2023年10月１日
至2024年３月31日

自2024年10月１日
至2025年３月31日

自2023年10月１日
至2024年９月30日

売上高 （千円） 45,668,267 46,292,988 86,282,137

経常利益 （千円） 3,254,629 4,220,032 4,022,597

親会社株主に帰属する

中間(当期)純利益
（千円） 2,229,498 2,866,294 2,597,663

中間包括利益又は包括利益 （千円） 2,477,333 3,073,316 2,996,985

純資産額 （千円） 24,229,024 26,383,917 24,486,521

総資産額 （千円） 79,955,130 85,083,110 65,195,946

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 366.21 479.17 428.24

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.2 30.9 37.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） △6,091,727 △7,771,434 2,813,663

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,309,978 △1,077,304 △2,187,440

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） 12,208,185 13,998,480 337,579

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 13,860,437 15,024,783 9,663,094

　（注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　　　　２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

なお、当中間連結会計期間において、PT. Oriental Consultants Indonesiaは重要性が増したため連結の範囲に含

めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（１）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大等により、景

気は緩やかな回復基調で推移したものの、物価上昇、不安定な国際情勢、為替相場の変動、金利政策の影響

等、依然として先行き不透明な状況が続いております。

このような状況の中で、当社グループでは、重点的に取り組む事業を、国内市場５つ(インフラ整備・保

全、水管理・保全、防災、交通、地方創生)、海外市場５つ(民間事業、スマートシティ開発事業、O&M事業、

DX事業、事業投資)に定め、各市場で推進しております。

市場別の受注状況は、国内市場におきましては、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に

よる公共工事の執行により、引き続き、防災・減災関連のハード・ソフト対策業務、道路・河川・港湾等の維

持管理業務等の受注環境は堅調であり、当中間連結会計期間における受注高は276億65百万円(前年同期比

12.2％増)となりました。

海外市場におきましては、開発途上国でのインフラ整備の需要は依然旺盛で良好な受注環境にあり、大型橋

梁案件を受注するなど、当中間連結会計期間における受注高は157億43百万円(同6.0％増)となりました。

これらの結果、当中間連結会計期間の受注高につきましては、434億８百万円(同9.9％増)となりました。

業績につきましては、国内市場、海外市場とも堅調に推移しており、売上高は462億92百万円（前年同期比

1.4％増）、営業利益は39億98百万円（同29.3％増）、経常利益は42億20百万円（同29.7％増）、親会社株主

に帰属する中間純利益は28億66百万円（同28.6％増）となりました。

 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。

（インフラ・マネジメントサービス事業）

インフラ・マネジメントサービス事業の売上高は、防災・減災関連のハード・ソフト対策業務、道路・河川・

港湾等の維持管理業務等の受注が堅調であり、383億83百万円（前年同期比3.2％増）となりました。営業利益は

33億89百万円（同33.2％増）となっております。

（環境マネジメント事業）

環境マネジメント事業の売上高は、前期は大型案件の進捗に伴う売上があったことにより、70億39百万円（前

年同期比7.6％減）となりました。営業利益は４億61百万円（同38.9％増）となっております。

（その他事業）

その他事業の売上高は、IT関連事業の売上が堅調に推移し、14億80百万円（前年同期比5.6％増）となりまし

た。営業利益は１億30百万円（同4.1％減）となっております。

 

（２）財政状態の分析

（資金調達の状況）

当社グループの業務の工期は３月に集中しており、例年納品後の４月、５月に売上代金の回収が集中するた

め、３月まで運転資金の需要が大きく、借入残高も３月まで段階的に増加する傾向にあります。この資金需要に

備えるためコミットメントライン契約のほか当座借越契約の締結により借入枠を確保しております。
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（資産の部）

総資産は、前連結会計年度末に比べ198億87百万円増加し、850億83百万円となりました。これは主に現金及び

預金、並びに、進行基準による売上高が計上される一方で、３月までの入金が少ない季節的変動要因により、受

取手形、売掛金及び契約資産が増加したためであります。

（負債の部）

負債は、前連結会計年度末に比べ179億89百万円増加し、586億99百万円となりました。これは主に、３月に向

けて段階的に増加していく運転資金を賄うための短期借入金の増加によるものであります。

（純資産の部）

純資産は、前連結会計年度末に比べ18億97百万円増加し、263億83百万円となりました。これは主に当中間連

結会計期間における親会社株主に帰属する中間純利益の計上により、利益剰余金が増加したためであります。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末と比較し

53億61百万円増加し、150億24百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は77億71百万円（前年同期比16億79百万円の支出

増）となりました。主な内訳は、売上債権及び契約資産の増加124億80百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、使用した資金は10億77百万円（前年同期比２億32百万円の支出減）となりました。主な内訳

は、無形固定資産の取得による４億26百万円の支出、関係会社株式の取得による３億42百万円の支出、短期貸付

金の増加２億75百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、獲得した資金は139億98百万円（前年同期比17億90百万円の収入増）となりました。主な内

訳は、運転資金を賄う短期借入金の純増額153億９百万円であります。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

（当社グループが優先的に対処すべき課題）

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変

更はありません。

（株式会社の支配に関する基本方針）

当中間連結会計期間において、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に重要な変

更はありません。

 

（５）研究開発活動

当社グループは、国内及び海外での事業展開において中心となる技術の研究開発を進めております。当中間連

結会計期間の一般管理費に計上した研究開発費の総額は244百万円となっており、セグメント別の内訳は、イン

フラ・マネジメントサービス事業239百万円及び環境マネジメント事業５百万円となっております。

主要なものの内容は以下のとおりです。

（インフラ・マネジメントサービス事業及び環境マネジメント事業）

＜国内事業＞

① インフラ整備・保全に関する研究開発

② 水管理・保全に関する研究開発

③ 防災に関する研究開発

④ 交通に関する研究開発

⑤ 地方創生に関する研究開発

＜海外事業＞

① 民間事業に関する研究開発

② スマートシティ開発事業に関する研究開発

③ Ｏ＆Ｍ事業に関する研究開発

④ ＤＸ事業に関する研究開発

⑤ 事業投資に関する研究開発
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３【経営上の重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

　　 普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)

（2025年３月31日）

提出日現在発行数(株)
(2025年５月15日)

上場金融商品
取引所名又は

登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,169,420 6,169,420
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

計 6,169,420 6,169,420 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年１月20日(注) 14,200 6,169,420 34,122 867,342 34,108 3,574,665

（注）譲渡制限付株式報酬として新株式有償発行14,200株による増加であります。

発行価額　１株につき4,805円

資本組入額　１株につき2,403円

割当対象者及びその人数並びに割当株式数

　　　当社の取締役５名に対して2,200株

　　　当社連結子会社の取締役21名に対して12,000株

　　　　当社連結子会社の取締役を兼務する当社の取締役については、当該取締役が割当を受ける株式の数のう

ち、当社負担分の株数を記載し、当社連結子会社負担分は「当社連結子会社の取締役」の株数に含めて記

載しております。
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（５）【大株主の状況】

  2025年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合

（％）

オリエンタルコンサルタンツ

ホールディングス社員持株会
東京都渋谷区本町３－12－１ 1,203,476 19.5

パシフィックコンサルタンツ株式会社 東京都千代田区神田錦町３－22 335,100 5.4

住友不動産株式会社 東京都新宿区西新宿２－４－１ 292,600 4.7

オリエンタル白石株式会社 東京都江東区豊洲５－６－52 250,000 4.0

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 223,600 3.6

平野利一 栃木県宇都宮市 180,000 2.9

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 東京都中央区晴海１－８－12 168,300 2.7

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 152,000 2.4

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１－13－１ 140,000 2.2

大樹生命保険株式会社 東京都千代田区大手町２－１－１ 140,000 2.2

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２－１－１ 140,000 2.2

計 － 3,225,076 52.4

　（注）１　所有株式数の割合は小数点第２位以下を切り捨てて記載しております。

２　持株比率は自己株式25,577株を控除して算定しております。

３　当社は、従業員持株会信託型ESOPを導入しております。当該信託の信託財産として、株式会社日本カスト

ディ銀行（信託口）が所有する当社株式168,300株は、上記（注）２の自己株式に含めておりません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 25,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,133,800 61,338 －

単元未満株式 普通株式 10,120 － －

発行済株式総数  6,169,420 － －

総株主の議決権  － 61,338 －
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②【自己株式等】

    2025年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社オリエンタル

コンサルタンツホールディングス

東京都渋谷区

本町３－12－１
25,500 － 25,500 0.4

計 － 25,500 － 25,500 0.4

　（注）所有株式数の割合は小数点第２位以下を切り捨てて記載しております。
 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年10月１日から2025年３月

31日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,542,000 15,787,234

受取手形、売掛金及び契約資産 30,412,920 43,032,780

商品 8,151 8,146

未成業務支出金 3,668,352 5,291,160

前払費用 3,630,990 3,432,773

その他 3,588,093 3,517,855

貸倒引当金 △64,090 △85,157

流動資産合計 51,786,418 70,984,793

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,395,095 1,358,876

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 1,271,522 1,279,886

土地 599,576 597,776

その他（純額） 131,502 150,349

有形固定資産合計 3,397,697 3,386,889

無形固定資産   

ソフトウエア 837,031 928,987

のれん 70,113 61,349

その他 297,936 459,399

無形固定資産合計 1,205,081 1,449,736

投資その他の資産   

投資有価証券 2,392,349 2,751,088

関係会社株式 931,632 1,255,830

長期貸付金 426,548 404,285

差入保証金 1,399,760 1,384,196

繰延税金資産 1,450,887 1,343,695

破産更生債権等 37,540 37,540

退職給付に係る資産 1,842,701 1,794,543

その他 474,754 439,936

貸倒引当金 △149,426 △149,426

投資その他の資産合計 8,806,748 9,261,691

固定資産合計 13,409,528 14,098,317

資産合計 65,195,946 85,083,110
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(2025年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,170,179 8,706,303

短期借入金 ※ 14,027,570 ※ 29,333,194

未払法人税等 1,255,336 1,403,711

契約負債 6,278,826 8,427,636

賞与引当金 2,125,592 2,205,392

受注損失引当金 1,924,211 1,776,148

その他 5,624,486 5,587,080

流動負債合計 39,406,203 57,439,468

固定負債   

退職給付に係る負債 269,651 279,104

役員退職慰労引当金 704,992 585,861

繰延税金負債 193,803 240,610

その他 134,774 154,148

固定負債合計 1,303,221 1,259,723

負債合計 40,709,424 58,699,192

純資産の部   

株主資本   

資本金 833,220 867,342

資本剰余金 1,788,128 2,177,509

利益剰余金 20,713,702 22,535,982

自己株式 △446,828 △1,021,910

株主資本合計 22,888,222 24,558,924

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 435,388 681,698

為替換算調整勘定 292,162 337,580

退職給付に係る調整累計額 763,110 704,467

その他の包括利益累計額合計 1,490,660 1,723,745

非支配株主持分 107,637 101,247

純資産合計 24,486,521 26,383,917

負債純資産合計 65,195,946 85,083,110
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

売上高 45,668,267 46,292,988

売上原価 35,450,896 34,961,494

売上総利益 10,217,370 11,331,493

販売費及び一般管理費 ※１ 7,126,121 ※１ 7,333,354

営業利益 3,091,249 3,998,138

営業外収益   

受取利息 26,627 39,601

受取配当金 21,465 26,013

保険配当金 49,727 26,151

為替差益 115,369 271,399

持分法による投資利益 26,746 15,507

その他 43,662 26,738

営業外収益合計 283,598 405,411

営業外費用   

支払利息 57,557 117,919

支払手数料 41,463 2,376

その他 21,197 63,221

営業外費用合計 120,218 183,517

経常利益 3,254,629 4,220,032

特別利益   

持分変動利益 ※２ 76,364 －

特別利益合計 76,364 －

特別損失   

投資有価証券評価損 ※３ 50,399 －

特別調査費用等 ※４ 31,375 －

特別損失合計 81,775 －

税金等調整前中間純利益 3,249,218 4,220,032

法人税、住民税及び事業税 1,274,983 1,333,914

法人税等調整額 △265,221 44,317

法人税等合計 1,009,762 1,378,232

中間純利益 2,239,456 2,841,800

非支配株主に帰属する中間純利益又は非支配株主に

帰属する中間純損失（△）
9,958 △24,493

親会社株主に帰属する中間純利益 2,229,498 2,866,294

 

EDINET提出書類

株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス(E05646)

半期報告書

12/25



【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

中間純利益 2,239,456 2,841,800

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 236,675 246,309

為替換算調整勘定 21,510 43,849

退職給付に係る調整額 △20,308 △58,642

その他の包括利益合計 237,876 231,516

中間包括利益 2,477,333 3,073,316

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 2,467,747 3,095,319

非支配株主に係る中間包括利益 9,585 △22,002
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 3,249,218 4,220,032

減価償却費 408,353 409,591

のれん償却額 8,764 8,764

賞与引当金の増減額（△は減少） 399,104 79,800

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 30,977 △119,131

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14,913 7,143

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △47,340 △23,366

受注損失引当金の増減額（△は減少） 24,573 △148,062

受取利息及び受取配当金 △48,092 △65,614

支払利息 57,557 117,919

持分法による投資損益（△は益） △26,746 △15,507

持分変動損益（△は益） △76,364 －

投資有価証券評価損益（△は益） 50,399 －

特別調査費用等 31,375 －

売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △10,957,494 △12,480,537

棚卸資産の増減額（△は増加） △267,879 △1,622,802

仕入債務の増減額（△は減少） 911,389 523,739

契約負債の増減額（△は減少） 173,831 2,085,569

未払金の増減額（△は減少） △970,557 △1,081,449

前払費用の増減額（△は増加） 230,002 308,507

その他 751,785 885,358

小計 △6,052,227 △6,910,045

利息及び配当金の受取額 54,229 65,145

その他の収入 93,453 52,883

利息の支払額 △55,474 △86,238

その他の支出 △58,196 △38,706

特別調査費用等の支払額 △128,340 △3,150

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 54,829 △851,322

営業活動によるキャッシュ・フロー △6,091,727 △7,771,434

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の増減額（△は増加） △170,421 116,455

投資有価証券の取得による支出 △548,181 △559

有形固定資産の取得による支出 △359,409 △166,489

有形固定資産の売却による収入 17 7

無形固定資産の取得による支出 △218,616 △426,762

関係会社株式の取得による支出 － △342,178

短期貸付金の増減額（△は増加） △61,377 △275,663

長期貸付けによる支出 △1,000 －

長期貸付金の回収による収入 28,325 22,262

差入保証金の差入による支出 △47,169 △9,244

その他 67,856 4,867

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,309,978 △1,077,304
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  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

当中間連結会計期間
(自　2024年10月１日
　至　2025年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 12,860,220 15,309,824

長期借入金の返済による支出 △9,238 △4,200

自己株式の取得による支出 △60,126 △1,288,758

自己株式の売却による収入 56,731 1,064,074

配当金の支払額 △608,351 △1,052,186

その他 △31,049 △30,272

財務活動によるキャッシュ・フロー 12,208,185 13,998,480

現金及び現金同等物に係る換算差額 104,076 170,255

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,910,555 5,319,997

現金及び現金同等物の期首残高 8,873,430 9,663,094

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 76,451 41,692

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 13,860,437 ※ 15,024,783
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当中間連結会計期間より、重要性が増したPT. Oriental Consultants Indonesiaを連結の範囲に含めておりま

す。

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による影響）

　「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31日に公布され、2026年４月１日以

後開始する連結会計年度より防衛特別法人税が創設されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用する法定実効税率は、2026年10月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時

差異等については従来の30.62％から31.52％となります。なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

（会計方針の変更）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）、「包括利益の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）を当中間連結会計期間の期首から適用しております。なお、当

該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

 

（従業員持株会ESOP信託）

　当社は、2025年２月14日開催の取締役会において、当社グループの持株会を活性化して当社グループ社員の安定

的な財産形成を促進すること、並びに、当社グループ社員の会社経営への参画意識の向上と業績向上へのインセン

ティブ付与により、当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的として従業員持株会信託型ESOP（以下「本

制度」といいます。）の再導入を決議いたしました。

(1) 取引の概要

　本制度は、福利厚生の一環として、当社グループの持株会を活性化して当社グループ社員の安定的な財産形成を

促進すること、並びに、当社グループ社員の会社経営への参画意識の向上と業績向上へのインセンティブ付与によ

り、当社の中長期的な企業価値の向上を図ることを目的に導入したものであります。

　当社は、従業員持株会の会員のうち、一定の受益者要件を充足する者を受益者とする「従業員持株会信託（他益

信託）」（以下「持株会信託」といいます。）を設定しております。

　持株会信託は、信託契約後、約１年間にわたり従業員持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を借入により

調達した資金で一括して取得しております。

　本制度導入後は、従業員持株会による当社株式の取得は持株会信託より行っております。

　従業員持株会による当社株式の取得を通じ、持株会信託に売却益相当額が累積した場合には、これを残余財産と

して受益者要件を充足する従業員持株会の会員に対して分配いたします。一方、当社株価の下落により持株会信託

が借入債務を完済できなかった場合には、当社が借入先銀行に対して残存債務を弁済いたします。その際、従業員

持株会の会員がその負担を負うことはありません。

(2) 信託に残存する自社の株式

　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株式

として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当中間連結会計期間末において930,699千円、

168,300株であります。

(3) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度－千円、当中間連結会計期間999,824千円
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（中間連結貸借対照表関係）

※　財務制限条項

前連結会計年度末（2024年９月30日）

　　当社グループのコミットメントライン契約には財務制限条項があり、当社グループはこの財務制限条項に

従っております。主な財務制限条項は次のとおりでありますが、これらに抵触した場合には、期限の利益を

喪失する可能性があります。

コミットメントライン契約

（融資枠10,000,000千円、2024年９月30日残高　2,600,000千円）

① 各決算期末日の連結財務諸表の純資産の金額を2023年９月期末日の純資産の金額又は直前の決算期末日

の純資産の金額のうち、いずれか高いほうの金額の75％以上に維持すること

② 各決算期の連結財務諸表の営業損益及び経常損益を２期連続して損失としないこと

当中間連結会計期間（2025年３月31日）

　　当社グループのコミットメントライン契約には財務制限条項があり、当社グループはこの財務制限条項に

従っております。主な財務制限条項は次のとおりでありますが、これらに抵触した場合には、期限の利益を

喪失する可能性があります。

コミットメントライン契約

（融資枠10,000,000千円、2025年３月31日残高　7,000,000千円）

① 各決算期末日の連結財務諸表の純資産の金額を2023年９月期末日の純資産の金額又は直前の決算期末日

の純資産の金額のうち、いずれか高いほうの金額の75％以上に維持すること

② 各決算期の連結財務諸表の営業損益及び経常損益を２期連続して損失としないこと

 

（中間連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年10月１日

　　至 2024年３月31日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日

　　至 2025年３月31日）

従業員給料及び手当 2,534,813千円 2,637,712千円

賞与引当金繰入額 665,939 650,454

役員退職慰労引当金繰入額 32,781 32,760

退職給付費用 103,776 124,455

 

※２　持分変動利益

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日 至　2024年３月31日）

　持分変動利益は、当社の持分法適用会社であるi-Probe Inc.の第三者割当増資に伴う持分変動によるもの

であります。

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日 至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

※３　投資有価証券評価損

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

　当社の連結子会社が保有する「その他有価証券」に区分される有価証券のうち実質価額が著しく下落した

ものについて、減損処理を実施したことによるものであります。

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。

 

※４　特別調査費用等

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日 至　2024年３月31日）

　2023年９月期において判明した当社連結子会社における不適切な会計処理に関する事実関係の調査等を実

施するために設置した、外部有識者によって構成する特別調査委員会に係る調査費用及び関連する費用等を

特別調査費用等として計上しております。

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日 至　2025年３月31日）

　該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年10月１日
至 2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自 2024年10月１日
至 2025年３月31日）

現金及び預金勘定 14,472,837千円 15,787,234千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △612,400 △762,450

現金及び現金同等物 13,860,437 15,024,783

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月14日

 取締役会
普通株式 608,351 100 2023年９月30日 2023年12月25日 利益剰余金

（注）　2023年11月14日取締役会の決議による配当金の総額には、従業員持株会ESOP信託が所有する当社株式に対する配

当金2,140千円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年11月14日

 取締役会
普通株式 1,052,186 175 2024年９月30日 2024年12月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後となるもの

　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス(E05646)

半期報告書

18/25



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年10月１日 至　2024年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結
損益計算書
計上額 

インフラ・
マネジメント
サービス

環境
マネジメント

その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 37,198,745 7,471,222 998,298 45,668,267 － 45,668,267

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,758 144,435 403,693 549,887 △549,887 －

計 37,200,504 7,615,658 1,401,992 46,218,155 △549,887 45,668,267

セグメント利益 2,544,200 332,328 136,312 3,012,842 78,407 3,091,249

（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 3,012,842

セグメント間取引消去 280,556

全社費用 △202,148

中間連結損益計算書の営業利益 3,091,249

 
（注）全社費用は報告セグメントに帰属しない費用であり、内部利益控除後の当社の一般管理費でありま

す。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年10月１日 至　2025年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント

調整額
中間連結
損益計算書
計上額 

インフラ・
マネジメント
サービス

環境
マネジメント

その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 38,363,864 6,853,123 1,076,000 46,292,988 － 46,292,988

セグメント間の内部売上高
又は振替高

19,986 186,515 404,326 610,827 △610,827 －

計 38,383,850 7,039,639 1,480,326 46,903,816 △610,827 46,292,988

セグメント利益 3,389,046 461,706 130,755 3,981,508 16,630 3,998,138

（注）セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と中間連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

　　　　（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 3,981,508

セグメント間取引消去 231,727

全社費用 △215,097

中間連結損益計算書の営業利益 3,998,138

 
（注）全社費用は報告セグメントに帰属しない費用であり、内部利益控除後の当社の一般管理費でありま

す。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。

 

 

（金融商品関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

（有価証券関係）

前連結会計年度の末日と比較して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計インフラ・

マネジメント

サービス

環境

マネジメント
その他

国内市場 21,143,985 7,471,222 998,298 29,613,506

海外市場 16,054,760 － － 16,054,760

顧客との契約から生じる収益 37,198,745 7,471,222 998,298 45,668,267

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 37,198,745 7,471,222 998,298 45,668,267

 

当中間連結会計期間（自　2024年10月１日　至　2025年３月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント

合計インフラ・

マネジメント

サービス

環境

マネジメント
その他

国内市場 22,766,948 6,851,863 1,076,000 30,694,812

海外市場 15,596,915 1,260 － 15,598,176

顧客との契約から生じる収益 38,363,864 6,853,123 1,076,000 46,292,988

その他の収益 － － － －

外部顧客への売上高 38,363,864 6,853,123 1,076,000 46,292,988

 

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項　目
前中間連結会計期間

（自　2023年10月１日
至　2024年３月31日）

当中間連結会計期間
（自　2024年10月１日
至　2025年３月31日）

　１株当たり中間純利益 366円21銭 479円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 2,229,498 2,866,294

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
2,229,498 2,866,294

普通株式の期中平均株式数（株） 6,088,073 5,981,772

 （注)１　潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　２　従業員持株会信託型ESOP信託が所有する当社株式については、中間連結財務諸表において自己株式として計上

しております。１株当たり中間純利益の算定にあたっては、当該株式数を自己株式に含めて「普通株式の期中平

均株式数」を算定しております。

　　　　　１株当たり中間純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前中間連結会計期間3,571株、

当中間連結会計期間24,043株であります。
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

 2024年11月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（１）配当金の総額………………………………………1,052,186千円

（２）１株当たりの金額…………………………………175円

（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年12月25日

（注）2024年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年５月15日

株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス

取　締　役　会　　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

　　　東　京　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　登樹男

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 志賀　健一朗

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オリエン

タルコンサルタンツホールディングスの2024年10月1日から2025年9月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024

年10月1日から2025年3月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社オリエンタルコンサルタンツホールディングス及び連結子会社の2025年3月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注） １．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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